











































































































































































































































































































































































































































































































個 人 研 究
る義務免と裁量権，研修命令と裁量権，比例原則に反
するもの，平等原則に反するもの，著しく妥当性を欠
く裁量，処分事由に該当しないものと裁量権について
検討した。・
　結局，公務員の不利益処分に関する任命権老の裁量
権の限界の喩越と濫用の問題については，裁判例から
考察する限り，種々の原則や基準が採用されている。
たとえば，「全く事実上の根拠に基づかないと認めら
れる場合1（事実上の根拠による分類），「法の企図す
る目的による一定の限界」（法の目的による限界），
「著しく正義に反しない限り」，「社会通念上著しく不
公平かつ過酷であって」（正義および公平による限
界），「社会観念上著しく妥当を欠く場合」（社会観念
による限界），「軽微な事由について重大な処分」，「客
観的，合理的必要性をこえて」，「処分の種類の選択，
職務の特殊性」（比例原則による限界），「公平平等の
原則を全く無視し」（公平平等の原則による限界）な
どの基準が示されている。このことは，法令が，任命
権者に対し不利益処分の裁量権を認めている場合に
は，法令の規定の仕方がどのような形態であれ，右の
比例原則，公平，正義，平等の原則，社会観念上の原則
などに違反する場合には，違法な裁量権の濫用があっ
たとして，司法審査の対象となるということである。
　このような行政庁の裁量権行使の限界の基準は，任
命権者の裁量権行使の過誤を防止しようとしているも
のである。そして，この行政庁の裁量権行使の過誤を
防止する基準は，従来からわが国において，行政庁の
裁量権を規制するための手段ないしは法理として採用
されてきた。
　しかし，これらの基準はいずれも抽象的であり，し
かも，これらの基準には，一般に，「全く」，「純然た
る」，「著しく」といった言葉が付け加えられる場合が
多い。このことは，裁判所が，任命権者の実体的裁量
権の内部に立ち入ろうとしているのではなく，任命権
者の裁量権をできるだけ尊重していこうとする考え方
の現れでもあると言えるように思われる。すなわち，
任命権者が一般的に，「全く」とか「著しく」といっ
た裁量権の濫用や瞼越を行うことはめったにないと考
えられるからである。したがって，どのようにして任
命権者の裁量権を統制すべきか，その理論を考えなけ
ればならないということになる。
　また，このような基準は抽象的な基準であるので時
には任命権者の恣意独断と疑われるような判断が下さ
れる場合もあり得ることを意味する。ここにおいて，
公務員法上の任命権者の裁量権の濫用を防止する手段
として，「行政手続」ないし「適正手続の法理」が問
題となると考える。
　職員に対する不利益処分と違法事由の制限一職員
に対する不利益処分の取消訴訟においては，原則とし
て，任命権者の処分の違法一般が審理の対象となる。
しかし，不利益処分の取消訴訟は，違法な不利益処分
によって権利利益を侵害された職員の救済を目的とす
る訴えであるので，原告は，「自己の法律上の利益に
関係のない違法を理由として取消しを求めることがで
きない」（行訴法10条1項）。‘この点については，原告
の権利，利益の保護の立場から1原告自身の利益とは
全く無関係な規定の違反のみを主張して処分の取消し
を求めることは許されないとするものにすぎないとい
うように解すべきであろう。
　しかし，実際問題と．して，・・この点の裁判事例の特色
は，職員に対し不利益処分または懲戒処分を行った処
分権者が，その処分の取消訴訟において当該処分の説
明書，またはこれに対する審査請求の請求書に記載さ
れた事由以外の処分事由を主張できるか，といった点
を問題とするものが多い。
　職員の不利益処分に関する違法性の問題について，
その承継，違法判断の基準時を検討した。また，職権
証拠調べ，職員に対する不利益処分の取消訴訟におけ
る第三者の訴訟参加，職員に対する不利益処分の取消
訴訟における行政庁の訴訟参加，職員に対する不利益
処分の取消訴訟における立証責任の問題，職員に対す
る不利益処分に関する取消訴訟における立証責任の所
在，立証責任分配に関する学説，職員の不利益処分に
ついての行政訴訟における立証責任の判例について検
討した。
　行政訴訟における職員の権利保全手続一行政事件
訴訟法25条1項は，行政処分の執行不停止の原則を定
めている。すなわち，「処分の取消しの訴えの提起は，
処分の効力，処分の執行または手続め続行を妨げな
い。」と規定している。この規定は，職員に対する不
利益処分の場合にも妥当する。したがって，処分権者
は，職員に対する不利益処分に対し取消訴訟が提起さ
れても，処分の有効性を前提として行動することがで
きる。すなわち，処分権者の行政行為は適法性の推定
をうけ，その違法を理由に取消判決があるまでは，そ
の執行力は失われない。このような執行不停止の原則
がとられているのは‘取消訴訟の提起に執行停止の効
力を認めると，処分による強制をまぬかれるために，
濫訴となり，行政の停廃が生ずることを回避するため
である。
　この職員の権利保全手続について，執行停止の手
続，執行停止に対する即時抗告，執行停止の内容，職
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員の不利益処分執行停止に対する内閣総理大臣の異
議，内閣総理大臣の異議制度が採用された背景，内閣
総理大臣の異議に対する見解の対立，内閣総理大臣の
異議の手続について検討した。
　職員の不利益処分取消訴訟の終了一職員の不利益
処分の取消訴訟は，原則として，裁判所が判決を下す
ことにより終了する。しかし，原告が訴えを取り下げ
ることにより終了する場合もある。以下，取消訴訟の
終了について，取消訴訟の訴えの取下げ，請求の放
棄，裁判上の和解，当事者の消滅，取消訴訟の判決の
種類，訴訟判決，本案判決，請求認容の判決，請求棄
却の判決，事情判決，などについて検討した。
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